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はじめに
ご紹介いただきました安藤でございます。今日はこんなに沢山の人に聞いていただけると思っていなかったの
ですが，「日本における会計教育」という壮大なテーマのお蔭かもしれません。実はこのテーマは，自分が選ん
だわけではなくて，今回の記念事業の委員長で本日の進行役である椛田龍三教授から依頼されたものです。この
テーマで私にはこれまで研究の蓄積があるとは言えませんから，この夏休みからずっとデータを収集したり，資
料を検討したりして，本日は学会報告の気分でございます。
お手元のレジュメについて一言。レジュメ（本稿末尾に収録）は5枚つづりですが，最後は複写の貼り付けで
す。このレジュメで年代は全て西暦で書いてあります。最後のページの左下に明治から平成までの各元年と西暦
の対照表を書いておきましたので，これを見れば明治，大正，昭和，平成で何年かは計算できるはずです。話の
中で，覚えていたら和暦も言及いたします。それから，漢字は新漢字で通しております。戦前であれば実際には
旧漢字が使用されているわけですが，ご了承ください。それでは，始めさせていただきます。
副題「歴史の節目と今日の課題」
副題が「歴史の節目と今日の課題」ということです。その主旨が，チラシにも書いた冒頭の2行の文章です。
すなわち，「明治から平成にいたる会計教育に係る歴史の節目を概観して，そこに会計教育の因子を見出すとと
もに，学習人口減少という未曽有の課題に迫る」ということです。ここで，会計教育の因子というのは非常に広
い意味で使っていまして，会計教育に関する制度とか学校とか，それから教育内容，これら全てを網羅している
とご理解ください。それから，学習人口減少という未曽有の課題，私はこれが今日の会計界における最大の問題
だと思います。今まで経験したことがないんですよね，会計学習人口の減少。少子化だから学習人口が減っても
当然だという，そういうレベルじゃないんです。比率で見ても減り方が激しい，そういう傾向が見られるという
ことです。
Ⅰ　会計教育に係る歴史の節目
前史（江戸時代）
それでは本題に入って，まずⅠの「会計教育に係る歴史の節目」です。明治からと言っておきながら，どうし
ても前史の江戸時代でそろばんに触れておきたい。最後のページ右下の絵図をご覧ください。これは，西川孝治
郎著『日本簿記史談』の20ページに載っている挿絵です。何かの和本から写真で転載しているんですけど，出典
は分からない。この絵の右上の所に「店先帳合ノ図」と書いてございます。これを見ますと，真ん中にいるのが
番頭だか店主でしょうね。それが帳簿の数字を読み上げている。そして，その前に丁稚だか手代だかが2人でそ
ろばんを入れてます。左にもう一人いますが，この人は番頭あるいは店主が読み上げている数字の正確性を
チェックしてるんだと思います。これを見て分かるように，帳合というのは，そろばんが無ければ計算ができな
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かったのですね。当時の数字は漢数字ですから，一，十，百，千，万というように漢字で書く。漢数字にはアラ
ビア数字のような位取りがありませんから，計算はそろばんか算木でしかできないのです。日本は律令制以来，
算木，それから中世になって，そろばんが入って，和算は両方使ってたという話ですね。ですけど，江戸時代の
帳合はもっぱらそろばんでということです。つまり，そろばんは和式簿記の要素であるということです。従っ
て，簿記の計算手段を教える寺子屋のそろばん教育は，同時に簿記教育でもあったということが言えると思いま
す。
なお，西川孝治郎という方は，1990年に93歳で亡くなられましたが，神戸高等商業学校卒業で，今の神戸大学
の前身ですね，それから三菱商事と三菱石油でずっと経理畑を歩み，最後は監査役にまでなった人です。その間
に日本会計研究学会の会員となり，1964年に日本大学商学部教授となり，1971年刊の著書『日本簿記史談』は日
経・経済図書文化賞を受賞しました。この著書のベースになった明治期の簿記書収集で有名な西川コレクション
は，生前に一橋大学附属図書館に寄贈されて西川孝治郎文庫となっております。本日の講演で，この後でも西川
孝治郎著の文献を結構使いますので，ちょっと触れておきます。
明治初期
明治に入って，その初期に英米系の簿記会計が導入されます。有名なのは福澤諭吉訳『帳合之法』で，1873，
1874年，明治6，7年の出版です。よく明治6年と言いますけど，この年は単式簿記しか出てません。複式簿記は
翌年の明治7年に訳出されました。学会人は知っていますけど，この原書は，アメリカ人のブライアントとスト
ラットンの共著 CommonSchoolBook-keeping，1871年刊です。福澤の訳した用語を見ますと，シングルエン
トリーを略式，ダブルエントリーを本式としています。それから，クレジットを貸，デビットを借としていま
す。まさに今日の簿記と同じ貸・借です。でも，福澤は『帳合之法』の中に訳者注を付けて，江戸期の帳合では
貸と借がこれとは逆であることを述べています。帳合で資産は貸方，負債は借方です。どうしてこのように違う
かというと，帳合では，当店あるいは店主が主語で，当方は貸方なり借方なりとなる。貸方・借方というのは貸
手・借手と言い換えてもいい。ところが，西洋の簿記は，人名勘定の人名ないし店名，つまり取引相手方が主語
なんですね。人名勘定の店名，A 商店は貸方なりとか借方なりということです。だから，当方が主語になる帳合
とは貸・借が逆になるわけです。ただし，福澤訳では貸・借とだけ言って，まだ貸方・借方の方は付けてない。
それから，アカウントは勘定とし，この語は今日まで続くのですね。それから，今日の仕訳帳を清書帳，元帳を
大帳と訳しています。用語についてはここまでにして，次に，数をどう書き表したか，これは非常に重要な点で
す。『帳合之法』は縦書きの日本数字を使います。記数法には漢数字，日本数字，アラビア数字があります。漢
数字は先に触れたように，十，百，千，万といった漢字を充てて書くやり方で，位取りは無い。それに対して日
本数字というのは，ちょうどアラビア数字と漢数字の中間みたいなもので，今日手紙などで住居表示によく使い
ます。「一の三〇一五」とかね。これが日本数字で，縦書きも横書きもできます。つまり，一から九までの漢字
とゼロを使い，かつ位取りを表して書く。『帳合之法』の帳簿は日本数字の縦書きです。それから，この福澤訳
『帳合之法』は，慶応義塾はもちろんですが，その後設立される商業系の学校の教科書として使われました。一
橋大学の前身の商法講習所でもこれをテキストとして使います。英文テキストも使いますけど。
ちなみに，レジュメの最後のページに載せた福澤諭吉の序文が面白いので紹介します。「趣旨ヲ示スコト左ノ
如シ，第一，古来日本国中ニ於テ学者ハ必ズ貧乏ナリ，金持ハ必ズ無学ナリ，故ニ学者ノ議論ハ高クシテ口ニハ
ヨク天下ヲモ治ルト云ヘドモ，一身ノ借金ヲバ払フコトヲ知ラズ，金持ノ金ハ沢山ニシテ，或ハコレヲ瓶ニ納テ
地ニ埋ルコトアレドモ，天下ノ経済ヲ学テ商売ノ法ヲ遠大ニスルコトヲ知ラズ，蓋シ其由縁ヲ尋ルニ，学者ハ自
カラ高ブリテ以為ラク商売ハ士君子ノ業ニ非ラズト，金持ハ自カラ賤シメテ以為ラク商売ニ学問ハ不用ナリトテ
知ル可キヲ知ラズ学ブ可キヲ学バズシテ」云々。すごい序文ですね。今だったらとても通らないような，しかし
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気迫に満ちていますね。こういうことを言っても，当時は違和感が無かったんでしょうね。つまり，金持の学者
はいかさまだって，そういうことですね。今は，これが当てはまる学者もおられますし，当てはまらない学者も
おられます。先に行きましょう。
次は，1873年，大蔵省刊『銀行簿記精法』です。これもレジュメの最後のページに本書の序文を載せました。
これは，紙幣頭の芳川顕正の序文で，非常に有名です。「天下ノ事会計ヨリ重キハナシ，経費ノ多寡此ニ非レハ
明カナラス，出納ノ得失此ニ非レハ中ラス，経費ノ多寡明カナラスシテ出納ノ得失中ラスンハ天下ノ事其何ヲ以
テ立ツコトヲ得ンヤ」云々。最初の書き出しがいいですね。天下のこと会計より重きはなし。確かにそう言える
かと思うんですけど，なかなかここまで言う人は今いないですね。またレジュメの最初のページに戻って，本書
は，お雇い外国人のアレクサンダー・アラン・シャンド，イギリス人の銀行家ですが，彼の起草した英文原案を
基に，大蔵省の官員が翻訳等したものです。翻訳だけじゃないんです。西川孝治郎氏の言葉で削補もしている。
翻訳，削補して完成したと西川氏は言っています。『銀行簿記精法』では，まだ複式，単式と言わずに，シング
ルエントリーを単記，ダブルエントリーを複記としています。それから，本書で初めて貸方・借方といい，今日
につながる方が付きました。それから元帳という用語が初めて登場します。ただ，仕訳帳の語はまだですね。本
書は，西川氏によると，銀行の統一簿記制度の基になったということです。
次が小林儀秀訳『馬耳蘇氏記簿法』です。これは文部省刊で1875，1876年，明治8，9年ですね。本書には原書
について何も書かれていないのですが，西川孝治郎氏の調査で，この原書は「米国マルシュ著シングル・エント
リー・ブック・キーピング　ドウブル・エントリー・ブック・キーピング　1871年」と判明しております。馬耳
蘇をどう読むのか分からないので，馬氏と略し，『馬氏記簿法』といって流布したようです。記簿法という語に
ついても，西川氏はよく調べている。記簿は，フランス語のテヌー・ドゥ・リーブルの訳語です。この仏語は英
語に訳すとキーピング・オブ・ブックスですね。記簿法の語は，やがて消えますが，明治の後半まで見られま
す。簿記か記簿法か，フランス語系は記簿法，英米系は簿記，そういう二つの言葉があって，簿記が今日まで
残ったということです。それから，この『馬耳蘇氏記簿法』は小・中学校の教科書です。これにはどういう制度
的背景があるかというと，明治5年8月に時の政府は近代的教育制度として「学制」を布達しまして，その中で記
簿法を小学校と中学校の教科に取り入れたんですね。これはすごいことです。それから，本書で重要なのが，初
めて単式，複式という言葉が出てきて，これが今日まで定着してるんですね。
次が山田十畝著『銀行簿記用法』です。刊行が1879年，明治12年ですね。アラビア数字が本書で初めて出てき
ます。西川氏も言ってますが，明治10年代からアラビア数字が普及します。明治になってからアラビア数字が普
及するまですごく苦労したんですね。福澤諭吉も『帳合之法』で踏み切れなかった。学者は必ず貧乏なんて断言
しているくせに，なかなかアラビア数字には行けなかった。そういう時代がありました。それから，西川氏によ
れば，この『銀行簿記用法』は日本人が編集した銀行簿記書第一号であるということです。何か原書があってそ
の翻訳ではない，ということです。
ここから，簿記書を離れて学校の部類に行きますと，大蔵省銀行学局が1874年，これは最初の洋式商業教育機
関であるということです。それから，先ほど触れましたけど，商法講習所，今日の一橋大学の基ですが，これが
1875年，明治8年で，最初の商業教育学校であります。
明治中後期
次は明治の中後期ということで，ここでは商法ですね，独仏系商法の導入。これは大陸系商法という言い方も
あります。イギリスに対してヨーロッパ大陸なのですね。今，若い人に大陸と言うと「中国大陸ですか」と言わ
れて困るので，独仏とかヨーロッパ大陸と言わないと誤解が生ずるかと思いますが，伝統的な学問の分野，法律
とか会計で大陸系といえば必ず独仏系のことです。その商法が導入されたのが1890年，明治23年の旧商法です。
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ところが，これは日本に合わないというので，その9年後の明治32年に新商法が公布され施行されます。これが
今日の商法の基です。
これらの商法，旧商法と新商法に財産目録と貸借対照表が出てきます。面白いことに貸借対照表は，旧商法の
原案であるドイツ語草案を見ると，今なら借貸対照表と和訳されなければならない。原文を直訳すると，借方貸
方の対照表です。ところが，江戸期帳合の用語法で資産を貸方，負債を借方といってきたので，貸借対照表と
なったわけです。旧商法まではまだ江戸期帳合の貸方・借方という概念が生きていた証拠です。
明治末期になりますと，今度は会計教育内容を標準化するという動きが出てきます。1910年に文部省が甲種商
業学校簿記算術教授要目を出します。これは，簿記と算術，二つの科目をまとめてるんですね。甲種商業学校と
はなんぞやということですが，これは1899年，明治32年に実業学校令が文部省から出されまして，その下で甲
種，乙種の2種類の商業学校が設置されることになります。甲種というのは上等な方なんですね。普通，甲乙と
いえば甲が上ですよね。甲乙付けがたいなんて言いますけど，成績にも甲乙丙がありました，今は無くなりまし
たが。優良可から今では ABC ですかね。甲種商業学校は，高等教育機関への接続の可能性に満ちていたと言わ
れています。その甲種商業学校の簿記の教授要目，今でいえば指導要領ですね，それを定めているものです。こ
の教授要目は，当時の官報に掲載されているということです。
次が，吉田良三著『甲種商業簿記教科書』，1911年です。本書は甲種商業学校簿記算術教授要目に準拠した教
科書です。当時，吉田良三は簿記会計教育に多大な影響を有していた学者でありまして，吉田良三がこの教科書
を出し，これが全国で教科書として使われたことで，甲種商業学校簿記算術教授要目の普及に大変功績があった
と言われております。吉田良三は，この1年前の1910年に『会計学』という著書を出してます。これは，日本で
会計学と銘打った最初の書籍です。会計という言葉はすでにありましたけど，会計学と称した，アカウンティン
グの訳を会計学としたのは，吉田良三が最初だと言われてます。なお，吉田著『会計学』の序文には，参考にし
た文献として，イギリスの会計学者2名と，アメリカの会計学者ハットフィールドを挙げています。ハット
フィールド著 ModernAccounting，「近代会計学」ですね，これを吉田著『会計学』は下敷きにしてると，黒澤
清先生辺りはそう言っております。
大正前期
次に大正前期です。その副題に書いた会計学対計理学という論争が起きます。ここで専修大学が関係してく
るのですが，鹿野清次郎という人が『計理学提要』という本を出します。二巻本で，上巻が1915年，下巻が1917
年，大正4年と6年です。鹿野は東京高等商業学校の教授ですが，アカウンティングを計理学と訳しました。この
『計理学提要』は，下巻の「自序」によれば，英米の会計学者3人の著書に拠るところが多い。そのうち，英国の
ピックスレー著 Accountancy，1908年の影響が強いと学界では言われています。
今日の日本会計研究学会の基になった日本会計学会が1917年，大正6年に設立されて，同じ年に機関誌の『會
計』が森山書店から出されます。現在まで続く雑誌の『會計』は，古さで世界の5本の指に入ると言われていま
す。アメリカ会計学会の機関誌『アカウンティング・レビュー』なんかより古いんですよ。数年前に日本会計研
究学会の会長がアメリカ会計学会の大会に行った時，日本の『會計』は古いんだ，100年たっていると言われ
て，驚いたとか。日本会計学会の設立から20年後の1937年，昭和12年に日本会計研究学会が設立されます。これ
は改組したと言えないんですね。例えて言えば，この会場におられる方全員が日本会計学会のメンバーだとしま
すと，この中から会計学者だけ，当時の高等教育機関の会計学研究者だけで別に作ったのが日本会計研究学会な
んです。だから，日本会計学会はその後も学者を含んで存続したんです。その証拠に，黒澤清先生が生きておら
れる間は，雑誌『會計』の表紙に日本会計学会編という記載がありました。記憶にある方も多いと思います。黒
澤先生の死後，この記載はいつの間にか消えました。同誌の編集権の関係で，日本会計研究学会編とは書けない
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ので，その後は何も書いてありません。ちょっと余談になりました。
そして，疑問符つきで1917年，計理学研究会という組織が鹿野清次郎を中心にできまして，その翌年，1918年
に機関誌『計理学研究』が出ます。日本会計学会と計理学研究会は犬猿の仲なんです。鹿野清次郎は東京高等商
業学校，今の一橋大学，対する日本会計学会の設立に力があったのは吉田良三，太田哲三ですが，この両者も東
京高等商業関係者です。つまり，同じ学校関係の3人が2対1に分かれて喧嘩やってる。そういうことです。
これに専修大学が関係してるという話ですが，私，調べました。『専修大学百年史』，1981年に出てるんですけ
ど，その下巻に，「大正の初年から，東京高等商業学校教授鹿野清次郎が，経済科の第三学年に「計理学」を講
じ」という記載がございます。それから，専門部計理科の設置が1917年。そして，この計理科発足とともに専修
大学に計理学研究会を起こしたと言ってます。同研究会の事務局か本部を専修大学に置いたということでしょう
ね。当時だから場所は神田ですね。
計理学研究会の1917年に疑問符をつけたのは，この『専修大学百年史』によれば1917年辺りになるからです。
『計理学研究』という機関紙の刊行が1918年からなので，計理学研究会は1917年辺りのはずですけど，『計理学研
究』の第1号を見ましたら，鹿野清次郎によるその序文には「本会は大正三年一月設立せられ」とあるのです。
となると，同好の士が何人か集まって研究会を始めたのが大正3年，1914年だとしても，正式に計理学研究会と
名乗ったのは，恐らく1917年辺りじゃないか。その辺はちょっと確定できないので，私は疑問符をつけておりま
す。なお，専修大学図書館に『計理学研究』は，その現物ではなく，拡大コピーしたのが製本されて置いてあり
ます。
大正後期
大正後期になって，ドイツ会計学が紹介されます。1922年，大正11年に太田哲三著『会計学綱要』が出て，こ
こで財産目録の本質が説かれます。それまでの，例えば吉田良三著『会計学』に財産目録は全く出てきません。
英米の会計学には財産目録がありません。ドイツの会計学には必ず財産目録がある。フランスでも同じです。大
陸系，独仏系の簿記会計には財産目録が必ずある。大体，いまだにヨーロッパ大陸諸国の商法は全て財産目録を
持っているのです。もっと言いますと，イギリスも1970年代に今の EU，当時の EC に加盟してから会社法を改
正し，この時から物品を扱う会社では在庫品について財産目録，いわば部分財産目録の作成を義務付けていま
す。これは大陸の影響ですね。イギリスでもそうなんですよ。アメリカでも財産目録は無かったのですが，これ
も，田中角栄が逮捕されたロッキード，グラマンの事件をきっかけに，1977年に ForeignCorruptPracticesAct
直訳すると国外腐敗行為法，日本では海外不正支払防止法といわれた法律ができて，その中でいわば部分財産目
録の作成を命じました。それが，1934年 SecuritiesExchangeAct 証券取引所法を改正した中に反映して，今で
も生きています。ということは，世界の主要国において，部分的なものであっても財産目録の作成を命じてない
のは日本だけかもしれない。そういう時代になっているということです。以前から，私は財産目録復活論者なん
です。事あるごとに言っている。商法が昭和49年改正で財産目録を削除したのは誤りだと。その原因が，商法改
正による財産目録削除を繰り返し主張した企業会計原則の側，会計学者の側にあるので，こういう先輩が存命だ
となかなか言えなかったんですけど，ほとんど他界されたので，確信的な発言をしています。
太田哲三著『会計学綱要』に戻って，本書は「第九章財産目録」で，12ページにわたり，初めて本格的かつ本
質的な財産目録の説明を行いました。その中の一文を紹介します。「財産目録は実際に就きて調査して作成する
ものにして，之によりて決算を行う根本材料となるものなり。之に反して貸借対照表は決算の結果を表示したる
ものなり。決算は財産目録にはじまりて貸借対照表に終わるものなり」と明言しています。
次が，上野道輔著『新稿簿記原理上巻』1922年です。上野は東京帝国大学教授です。本書の出版年は上の大田
著と同じですが，月で上野著が後になります。この序言に「簿記学の理論的研究は，これを英米の著書に求める
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よりは，むしろドイツの著書に求めなければならない」とあるとおり，本書はドイツ系の簿記学です。例えば，
自己資本・他人資本という用語は本書で紹介されましたが，この用語は今日まで生きていますね。ドイツ語のア
イゲンカピタールが自己資本，フレムトカピタールが他人資本です。本書の簿記理論は，学者シェアーの物的二
勘定系統説に拠っています。
昭和戦前期
昭和の戦前は，会計にとって商工省の時代といえます。今でいえば経済産業省で，ちょっと似ているかもしれ
ませんね，時代状況が。計理士法が1927年，昭和2年にできて，計理士制度が誕生します。これは会計専門職を
初めて制度化したものです。計理士というのは，計理士法第1条に次のようにあります。「計理士は計理士の名称
を用いて会計に関する検査，調査，鑑定，証明，計算，整理又は立案を為すことを業とするものとする」と。職
域は非常に広い。計理士の資格は，もちろん試験もありましたけれど，会計学を修めた経済学・商学博士，学
士，専門学校卒業者などに与えられました。だから，非試験組が多かったのではないかと思いますが，有資格者
が計理士登録をすれば計理士になれたということです。所轄は商工省です。
1934年，昭和9年に商工省から「財務諸表準則」が公表されます。これは，日本において法令以外で初めての
一般的な会計基準です。ちょうど戦後の「企業会計原則」に匹敵する。ただし，企業会計原則もそうですけど，
強制力はありません。ただ，戦後の企業会計原則は，ご存知のように，監査制度と抱き合わせでしたので，上場
企業など証券取引法適用会社にとっては実質的に強制です。それに比べて，戦前の財務諸表準則には全く強制力
がありませんでした。なお，「財務諸表準則」という同じ名称で全く別のものが，戦後の企業会計原則に付随し
て出てきますので，注意が必要です。戦後のものと区別するために，戦前の財務諸表準則をいう場合，商工省と
か1934年を付けて言うようにしています。商工省「財務諸表準則」がどういうものかというと，貸借対照表，財
産目録，損益計算書，これらを総称して財務諸表といっていますが，これらについてそれぞれ，一総説，二形
式，三以下に内容について規定する。そういうものです。この財務諸表準則の設定主体は，詳しく言うと，商工
省臨時産業合理局財務管理委員会でして，委員長は鈴木島吉，前日本興業銀行総裁，7名の委員の中に吉田良
三，太田哲三がいて，6名の臨時委員の中には田中耕太郎東京帝国大学教授，後に最高裁判所長官になった人も
います。とにかく大変なメンバーから成る委員会です。
昭和戦後期
昭和の戦後に入り，新しい諸制度ができます。学校教育法が1947年，昭和22年で，これにより教科書検定制度
が発足します。同時に，文部省から学習指導要領が出されますが，高等学校学習指導要領で商業教科（商業科）
に「簿記会計」という科目ができます。学習指導要領では教科，科目という順序です。これが文部科学省以外で
は，科目そして教科という順序もあるようです。
科目として当時は簿記会計で，その後，簿記と会計を分ける時代，また引っ付く時代と，繰り返します。1955
年の学習指導要領改訂から会計関係の科目は4科目以上に増えますが，その中で簿記と会計の離合について調べ
てみると，1955年の学習指導要領改訂から1970年の改訂前は，商業簿記と会計に科目が分かれます。それまでは
簿記会計だったんですね。それから1970年改訂から1989年改訂前は，簿記会計Ⅰ・Ⅱ・Ⅲか簿記会計Ⅰ・Ⅱとい
う時代でした。そして1989年改訂時から再び簿記と会計が分かれています。私は簿記と会計は科目として分ける
べきだという立場なんですけど，中村忠先生は簿記会計派でしたね。先生と酒飲むたんびに「なんだ，君は」な
んて言われましたが，こればかりはしょうがない。先輩は立てたいけれど，こと学問に関して自分の考えを曲げ
る気は無い。たとえ「生意気だ」と言われても，仕方がない。会計の簿記離れが言われる昨今を見ても，簿記と
会計の科目分離は間違ってないと思っています。
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1948年に公認会計士法ができます。それから，企業会計原則が1949年で，これが戦後の企業会計の大原則とな
ります。それから，税理士法が1951年にできて，税理士制度が誕生します。それから，簿記の検定試験が1950年
代に行われるようになる。全商が最初で1951年，日商が1954年，全経が1956年からです。全商というのは全国商
業高等学校協会で，今は公益財団法人です。日商は日本商工会議所で，商工会議所法に基づく特別認可法人で
す。全経は全国経理教育協会で公益社団法人です。なお，2005年までは同じ全経という略称でしたけど，全国経
理学校協会と称してました。経理学校が減ったので，経理教育に変えたと聞きました。
平成期に入って，激動の時代になったと言えると思います。会計基準の国際化に伴う高度化，複雑化が2000年
頃から始まります。日本版金融ビックバンの一環として，会計基準の国際化が企業会計審議会で進められます。
多くの会計基準を新設したり改訂したりした。これが1997年から2003年にかけてです。それから，会計基準の国
際会計基準 IFRS とのコンバージェンスが企業会計基準委員会 ASBJ によって進められます。これが2005年から
今日まで続いています。収益認識の会計基準が今年3月に出ましたけど，これはまさにコンバージェンスです。
言葉として，コンバージェンスは収斂をいうんだけど，収斂というと両方が近寄るイメージがある。しかし，会
計基準のコンバージェンスの現実は日本が IFRS に近づくだけなんです。コンバージェンスとは別に，2010年か
ら IFRS の限定的な任意適用が始まってます。最初は1社でしたが，今では200社近くになっています。
会計ソフトの教育現場での普及が2005年ぐらいから見られます。これは，私が簿記と財務会計Ⅰの教科書編修
で関係している出版社に聞いて確認しました。それから次に，会計関係の検定・資格試験の受験者数の減少が
2010年代に入って激しい。これについては，後で詳しく述べます。
Ⅱ　会計教育の因子別の概史
これまで会計教育に係る歴史の節目を概観してきましたが，その節目に見出される会計教育の因子について，
因子別の概史を整理してみます。概史の語は，漢和辞典を調べても無いんで，造語かもしれません。大体意味が
分かるんじゃないですかね。アバウトな歴史という意味です。
「計算」は，そろばんが1970年代まで，私の経験でも使われたんじゃないか。電卓が1980年代からです。それ
から，パソコンが会計ソフトと抱き合わせだとすると，2005年頃から，特に教育現場で普及して今日に至ってい
る。
「教科書」は，福澤諭吉訳『帳合之法』が1873-74年，吉田良三著『甲種商業簿記教科書』が1911年，それから
文部省検定済教科書が1947年から出ます。検定制度開始と同時に沼田嘉穂先生による簿記の教科書が出たという
ことです。
「記数法」は，まず日本数字で，この縦書きが1873年の『帳合之法』，横書きが同年の『銀行簿記精法』です。
アラビア数字の使用が1879年の山田十畝著『銀行簿記用法』からです。
「用語」としては，略式・本式が1873年の『帳合之法』，単記・複記が同年の『銀行簿記精法』，そして単式・
複式が1875年の『馬耳蘇氏記簿法』からです。それから，『帳合之法』では貸・借でしたが，『銀行簿記精法』で
貸方・借方になりました。それから，今日の仕訳帳・元帳ですが，『帳合之法』では清書帳・大帳といい，『銀行
簿記精法』に元帳が出て，仕訳帳は1879年の井田忠信訳『簿記捷径初編』に出てきます。ただ，仕訳帳の語が
この前には無かったという確信が持てないので，レジュメにアスタリスクをつけてあります。とにかく，教科書
レベルで仕訳帳の語はここまで遡れるということです。
「学校等」は，大蔵省銀行学局が1874年，商法講習所が1875年，神戸商業講習所が1878年です。この神戸商業
講習所は兵庫県立でして，現在の兵庫県立神戸商業高等学校の基だそうです。その他に若干言及すると，1880年
に大阪商業講習所が私立でできて，これは現在の大阪市立大学の基です。それから1882年に横浜商法講習所がこ
れも私立でできて，これは現在の横浜市立大学の基です。この後にも各商業地に商業教育機関の設立が続きま
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す。
「教育内容の標準化」は，文部省による1910年の甲種商業学校簿記算術教授要目が最初です。そして，1947年
からは学習指導要領がはじまったということですね。甲種商業学校簿記算術教授要目について少し説明します
と，大項目は，第一が緒論，第二が単式簿記，第三が複式簿記，第四が勘定科目及びその分類，第五が帳簿の種
類及びその分類，第六が銀行簿記，第七が英文簿記です。このように，銀行簿記，英文簿記まで入っている。戦
後の学習指導要領では，簿記会計，商業簿記や簿記という科目の内容に，単式簿記，銀行簿記，英文簿記はあり
ません。
「商法」は，商業帳簿の制度が1890年の旧商法からあります。財産目録と貸借対照表はこのときからです。
1899年の新商法で株式会社の計算規定ができます。会社の計算規定に従って作成する書類，すなわち計算書類と
いう学界用語はこのとき以来です。
「英米対独」では，特に財産目録の有無があります。明治初期の福澤諭吉『帳合之法』以来，日本の産業界
には英米会計が定着していくのです。ところが，商法が明治中後期に制定されると，独仏系商法の会計に財産目
録というそれまで見たことも聞いたこともないものが出てきた。そのために，特に会計学者は困ってしまった。
大正後期にドイツ会計学が入るまでは，財産目録は貸借対照表の資産及び負債の明細表だという説明がもっぱら
でした。ドイツ会計学には，自己資本・他人資本という用語の他にも，例えば帳簿制として単一仕訳帳・元帳制
があります。これに対して，イギリスでは特殊仕訳帳，それから元帳の分割が説かれます。このこととイギリス
に財産目録が無いことが関係している。つまり，イギリスでは会計業務を分担するんです。そうすると，例えば
現金出納係は，期末に帳簿の現金出納帳の残高と金庫の実際の現金とを照合します。倉庫係は，商品有高帳の数
量の残高と倉庫の商品の数量を照合します。こういうふうに，各担当領域の財産目録，いわば部分財産目録が作
られることになります。しかし，企業全体の財産目録という概念がイギリスには育たなかった。これがそのまま
アメリカの会計に行ってますから，アメリカにも財産目録は無かったということです。つまり，大陸と英米の商
業文化の違いです。大陸は個人商人の文化です。商人ギルドがいい例ですね。それに対して英米は，会社という
組織の文化です。だから，分課，分業するわけです。だから，全財産の財産目録という概念は育たなかった。し
かし，実地棚卸を行わないわけじゃないんですよ。
このこととの関連で，日本の問題点が見えてきます。日本の企業会計制度では実地棚卸という概念が育ってな
いんですよ，私に言わせると。企業会計原則のどこにも実地棚卸について書いてない。これは大問題です。だか
ら商法に財産目録を復活して，つまり大黒柱を再建して，後は実務のための簡便法を考えればいい。日本は昭和
49年商法改正で財産目録，いわば大黒柱を引っこ抜いちゃったんですよ。日本はそういうことをやっちゃうんで
すね。ドイツ商法なんかは，財産目録という大原則は大黒柱として残しておいて，大黒柱に代わる簡便法も認め
るわけです。教育現場では原則である大黒柱を中心に教えればいいんです。日本ではそれが無いから大変です
よ。
「会計基準」は，1934年の商工省財務諸表準則，1949年の企業会計原則，そして2000年頃からの会計基準の国
際化があります。
「会計専門職制度」は，計理士制度が1927年から1948年まで，すなわち昭和23年の公認会計士法ができるまで
ありました。公認会計士法によって公認会計士制度ができた。税理士制度は昭和26年税理士法の制定からです
ね。ちなみに，最初の会計専門職である計理士について少しお話します。昭和23年7月に公認会計士法が公布さ
れ，計理士法は廃止されましたが，それまでに計理士登録した者の数は2万6000人に上ったと言われてます。計
理士業務は昭和42年3月まで行われました。計理士には，1942年税務代理士法による資格である税務代理士など
とともに，特別公認会計士試験の受験資格が与えられました。特別公認会計士試験は昭和24年7月から5年間に11
回実施されています。
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「簿記の検定試験」は，1950年代から始まりました。
「その他」として，会計ソフトの普及が教育現場で2005年頃からです。それから，会計関係の検定・資格試験
の受験者数の減少傾向が2010年代になって生じました。
Ⅲ　今日の課題：会計学習人口の減少
会計学習人口の減少傾向は，まず会計教育の場の減少に見られます。商業高校，経理学校，会計専門職大学院
の減少，これらが典型的な例として挙げられると思います。会計専門職大学院の数は，2009年度に18校で最高に
なりまして，2017年度には12校で，内訳は国立2，公立1，私立大学が8，他1です。ピーク時の3分の2に減ったと
いうことです。それから，商業高校も減っています。都立商業高校の場合，今は9校ですが，多いときは21校
あったと聞いています。数年後にはこれが7校にまで減るんですよ。ピーク時の3分の1に減ってしまう。私の家
の近くに都立赤羽商業高校がありますが，今年度から生徒の募集停止で，遅くとも2年後には商業高校でなくな
る。都立高校は変わらなくても，ですね。都立荒川商業高校も赤商に続いて商業高校でなくなるそうです。
次に検定・資格試験の受験者の減少です。公表されている実数で見ますと，全商簿記受験者数は，今までの最
高が1965年度の86万1000人余で，これが1990年度には58万8000人となり，2017年度は24万人強です。いかに減っ
たかですね。ピーク時の3分の1以下になっているわけです。日商簿記検定試験では，2級3級はまあまあ頑張って
るんですが，1級の減り方が激しいんですね。2010年度は1級の6月と11月試験を足して4万1000人余ですが，これ
が2017年度は1万9700人余です。半減以上の減り方ですね。税理士試験の減り方も激しい。受験者数で2010年度5
万1000人強から減りはじめて，2012年度からは毎年3000人ずつ減っている。2017年度は3万3000人です。だか
ら，4割程度減っている。公認会計士試験の志願者数も2010年度の2万5600人をピークに，その後減少しますが，
ここ数年は底入れから微増傾向にあって，2017年度は1万1000人余となっています。これでもピーク時の半数以
下ですね。
大学の会計学科も，専修大学は頑張っていますが，一般的には楽ではないようです。余談になりますが，専修
大学でかつて会計学部をつくろうという動きがちょっとありました。その当時私は一橋大学にいたんですが，何
かの折に，専修大学商学部の関係者からこの話をどう思うか相談されました。そのとき私は，それはやめた方が
よいと伝えました。商学部であればマーケティングもあるし，いろんな分野があるから，一つの分野の人気が落
ちた時でも，全体平均すれば持つんですよ。一つに特化してしまうと，状況がいい時はいいが悪い時は悪くなっ
て，山高ければ谷深しで，谷が深くなったとき持たない。この予想は間違っていなかったと思います。
学習人口減少の要因
次は学習人口減少の要因についてです。まず外的要因として，会計ソフトの普及と AI 化予測の影響があると
思います。AI 化予測の影響として注目するのは，2015年12月に野村総合研究所が，共同研究の結果として公表
した予測です。日本の労働人口の49パーセントが人工知能やロボット等で代替可能であると言い，その可能性が
高い100種の職業の中に経理事務員と会計監査係員というのが出てくる。これは，事務所でいえば，取引記帳や
伝票突合など機械的な仕事内容であろうと思いますが，これが経理・監査全般の話となって広まっている可能性
があります。これが怖いんです。実際，過日ある会議終了後の会食中の雑談においてですが，ある有名なエコノ
ミストからそのような誤った認識がうかがえる話を聞かされて，困惑したことがあります。誤った認識が風評と
なって，一人歩きすると怖いですね。
次に学習人口減少の内的要因についてです。その要因の一つと私が考えるのが，会計基準と会計教育の乖離で
す。会計基準の高度化と教育的視点の両立が困難になったということです。「企業会計原則」は非常に教育に配
慮しています。企業会計審議会の前身である企業会計制度対策調査会は，その第二部会が会計教育に関する調査
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担当なんですよ。第一部会が財務諸表の統一改善に関する調査担当で，企業会計原則の策定に向かう。第三部会
が監査基準の調査担当となっていました。まだ，原価計算基準という話が無かった時代です。だから，会計教育
を非常に重視したんですね。教育的観点の重視です。今の企業会計基準には教育的観点が希薄です。新しい高度
化した会計基準は，一般の教育現場になかなか持ち込めない。会計専門職大学院とか大学院修士課程で持ち込め
るかというぐらいのレベルです。こうなったら，会計基準と会計教育の乖離であり，不幸なことです。大学以下
の教育現場では付いて行けない。これが，私は日商簿記検定でいうと，1級の受験者が激減しているかなりの要
因になっていると思います。会計基準が難しくて，受験生も付いて行けないということですね。
内的要因のもう一つは，核となる教育素材の喪失です。「企業会計原則」が放置されています。これは，最終
改正が1982年です。今から36年前です。放りっぱなし。これは問題で，解決すべき喫緊の課題だと思っていま
す。私は，企業会計審議会の会長を2017年2月までやってたんですけど，最後の会計部会のとき事務局から事前
に，「離任の挨拶をしてください，15分使っていいです」と言われたので，15分あるなら演説してやろうと思っ
て，幾つか話をしましたが，その一つがこの問題です。「企業会計原則」を改正して，教育現場で十分使えるよ
うにしないと，ますます学生の会計離れ，簿記離れが進みますよという話をしました。「企業会計原則」の内容
は，その後の個別基準によっていわば穴だらけの状態で，教育現場で使うのが難しい状態です。これは，会計教
育におけるいわば根本経典，基本教典がないということです。仏教界における般若心経に相当するものがない状
態ですね。この現実は，会計学習人口減少の要因の一つであると思います。この話は，金融庁のホームページで
公開されている企業会計審議会の議事録に載っていますから，興味のある方は見てください。
内的要因のもう一つは，簿記教育の意義ないし必要性について認識の不足があると思います。会計ソフトが普
及した今日でも，簿記教育は必要だし，現に行われているわけですが，これは何故必要かについての認識が希薄
ではないでしょうか。
対応策
上に述べた会計学習人口減少の要因についてどういう対応策があるか，お話します。まず，会計ソフトの進化
および会計 AI 化予測への適切な対応が必要だと思います。どうも会計界はこの問題にもっぱら受け身のよう
で，あまり反論してない。これが心配なのです。会計・監査業務が全て自動化されることはあり得ないと思いま
す。確かに単純作業は自動化されるでしょうけど，決算方針とか監査意見といった高度な判断業務まで自動化な
いし無人化は無理です。その証拠に，例えば自動翻訳，自動運転，自動操縦も決して無人化ではないですね。必
ず人が居なくてはならない。現在の職域で考えれば，会計・監査業務に携わる人数は減らせるかもしれないけれ
ど，監査の職域は拡大しています。会計界はせめてこのような反論をすべきだと思います。
日本公認会計協会は2016年から「会計基礎教育推進」計画を始めました。ここに芝健次先生が居られますけ
ど，芝先生が中心になってこの計画は進んでいます。私も日本公認会計士協会のホームページで計画の進行状況
を拝見しています。この計画は，公認会計士試験志願者の激減が契機だろうと想像できます。2018年3月には，
文部科学省に高等学校学習指導要領案に対する意見書を提出して，高等学校の学習指導要領でも会計情報につい
て書くように提言しました。すでに中学校の学習指導要領には入ったんですよね，会計情報という言葉が。2018
年5月には，「会計基礎教育に関する実態等の調査報告書」という分厚いものを公表しています。歴史を踏まえて
いて，すごく読み応えのある報告書です。関心のある方は是非読まれるといいと思います。私も拝見しましたけ
ども，本日の講演内容とはダブらないと確信しています。
「企業会計原則」の改正が急務であることについては，先ほど言いましたので，繰り返す必要はないと思いま
す。これに関連して，雑誌『企業会計』の2019年1月号に座談会が載ります。この号は，『現代会計の危機』を
テーマにした特集で，その冒頭に収録済みの座談会が入る。辻山栄子さんの司会で斎藤静樹さん，ASBJ の小野
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行雄さん，日立製作所の今給黎真一さん，それに私の5人による座談会です。私はそこで，「企業会計原則」の改
正による全面復活が，特に会計教育にとって急務だということを述べています。
最後にもう一つ，簿記教育の意義の再認識が必要ではないかと思います。簿記はその不易性と普遍性に加え
て，教育の基本である「読み・書き・そろばん」を包含しています。よく考えてみてください。読み・書き・そ
ろばんが全部入ってるんですよ，簿記には。実はこのことに，私は最近気づきました。ところがこの講演準備中
に，小林儀秀訳『馬耳蘇氏記簿法』の序文（原序）に同主旨のことが書かれていることを発見しました。昔の人
はすごいですね。だから簿記は抜群の商業教育科目です。また，簿記は一番古い商業教育科目です。近代商法の
初めといわれる1673年フランス商事勅令，ルイ14世の勅令の中に，商店主になるためには商業知識について試問
を受けなければならないとある。諮問対象の冒頭にあるのが簿記で，複式簿記及び単式簿記による記帳及び記録
に関して，とあります。簿記の外に為替，算術法，度量衡，商品知識があります。
電卓など計算機時代の今日でも，初等教育で算数，加減乗除を教えています。算数教育は必須なんですね。な
ぜか。算数，これは日常生活および社会生活に必要不可欠な計算であり，これをブラックボックス化しないため
であると思います。これと同じで，会計機械化の時代にあっても，簿記教育は必要であると思います。経済に会
計は不可欠であり，会計に簿記は不可欠です。簿記教育の放棄は，会計，さらには経済のブラックボックス化に
つながるということです。それでは，この基礎的な簿記教育はどこまでやるか。私は，簿記の基礎教育は日商3
級程度でいいのではないかと思います。つまり，簿記の不易性と普遍性の観点から，日商簿記3級，つまり8桁精
算表の作成までで足りると思います。2級以上は会計基準，財務会計の影響があって不易性・普遍性に欠けるこ
とになります。3級までであれば不易性・普遍性を保てるということです。
私の講演は以上です。予定の1時間を若干超過いたしましたが，ご清聴ありがとうございました。
 〔本稿は記念講演の録音テープ起こし原稿に加筆したものです。〕
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専修大学会計教育100周年・会計学科50周年　記念講演 2018.11.03
日本における会計教育
―歴史の節目と今日の課題―
 安藤英義
明治から平成にいたる会計教育に係る歴史の節目を概観して，そこに会計教育の因子を見出
すとともに，学習人口減少という未曽有の課題に迫る。
Ⅰ　会計教育に係る歴史の節目
前史　（江戸時代）：ソロバン
寺子屋のソロバン教育 （文献①）
帳合（和式簿記）は帳簿記録とソロバン（による計算）から成る。 （②）
明治初期：英米簿記会計の導入
・福澤諭吉訳『帳合之法』1873-74
用語：略式・本式，貸・借，勘定，清書帳・大帳，etc.
記数法：日本数字（縦書き）
各所の学校教科書として利用 （③）
・大蔵省刊『銀行簿記精法』1873
単記・複記，貸方・借方，元帳，／日本数字（横書き）
統一簿記制度 （④）
・小林儀
のり
秀
ひで
訳『馬
マ ル シ ュ
耳蘇氏
し
記簿
4 4
法』文部省刊1875-76
小・中学校教科書／単式・複式
・山田十
じ っ ぽ
畝著『銀行簿記用法』 1879
アラビア数字 （⑤）
・大蔵省銀行学局（1874） 最初の洋式商業教育機関
・商法講習所（1875）  最初の商業教育学校
明治中後期：独仏系商法の導入
・商法（1890・1899）  財産目録・貸借対照表
明治末期：会計教育内容の標準化
・文部省「甲種商業学校簿記算術教授要目」1910　　　会計教育内容の標準化 （⑥）
・吉田良三著『甲種商業簿記教科書』1911　　　教授要目に準拠した教科書 （⑥）
・吉田良三著『会計学』1910　　　　「会計学」書の嚆矢
大正前期：会計学 vs. 計理学
・鹿野清次郎著『計理学提要（上・下）』1915・1917
・日本会計学会（1917）　　　機関誌『会計』（1917～）
・計理学研究会（1917？）　　機関誌『計理学研究』（1918～1930） （⑦）
大正後期：独会計学の紹介
【講演での配付レジュメ】（行間圧縮版）
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・太田哲三著『改訂会計学綱要』1922　　　財産目録の本質
・上野道輔著『新稿簿記原理上巻』1922　　　自己資本・他人資本
昭和戦前期：商工省の時代
・計理士法（1927）　　　計理士制度　　会計専門職の制度化
・商工省「財務諸表準則」1934　　　最初の一般的な会計基準 （⑧）
昭和戦後期：新しい諸制度
・学校教育法（1947）　　　教科書検定制度
・高等学校学習指導要領（1947）　　　商業科に「簿記会計」科目
・公認会計士法（1948）　　　公認会計士制度
・「企業会計原則」1949　　　戦後の企業会計の原則
・税理士法（1951）　　　税理士制度
・簿記の検定試験　　　 全商（1951～）　日商（1954～）　全経（1956～）
平成期：激動の時代
・会計基準の国際化（高度化・複雑化）　2000頃～
・会計ソフトの普及（教育現場）　2005頃～
・検定・資格試験の受験者数の減少　2010代～
Ⅱ　会計教育の因子別の概史
（順不同）
計算　　　ソロバン（江戸～1970代）　　電卓（1980代～）　　パソコン（2005頃～）
教科書　　福澤『帳合之法』1873　　吉田『甲種商業簿記教科書』1911　　検定済教科書
　　　　（1947～）
記数法　　日本数字（縦）（1873）　　日本数字（横）（1873）　　アラビア数字（1879）
用語　　　略式・本式（1873）　　単記・複記（1873）　　単式・複式（1875）
　　　　貸・借，勘定（1873）　　貸方・借方（1873）
　　　　清書帳・大帳（1873）　　元帳（1873）　　仕訳帳（1879＊） ＊（⑨）
学校等　　大蔵省銀行学局（1874）　　商法講習所（1875）　　神戸商業講習所（1878）
教育内容標準化　　「甲種商業学校簿記算術教授要目」1910　　学習指導要領（1947～）
商法　　　商業帳簿（1890～）　 　　　会社の計算（1899～）
　　　　　財産目録・貸借対照表　　　計算書類
英米 vs. 独　　 英米会計（1873～）　　　独会計学（1922～）
       財産目録　自己資本・他人資本
会計基準　　　商工省「財務諸表準則」1934　　「企業会計原則」1949　　会計基準の国際化
　　　　　　（2000頃～）
会計専門職制度　　　計理士（1927～1948）　　公認会計士（1948～）　　税理士（1951～）
簿記の検定試験　　　1950代～
その他　　　会計ソフトの普及（教育現場2005頃～）　　検定・資格試験の受験者数の減少
　　　　　（2010代～）
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Ⅲ　今日の課題：会計学習人口の減少
1．学習人口の減少傾向
・会計教育の場の減少：商業高校，経理学校，会計専門職大学院の減少
・検定・資格試験の受験者の減少
2．学習人口減少の要因
・外的要因
・会計ソフトの普及
・AI 化予測の影響
・内的要因（安藤）
・会計基準と会計教育の乖離：会計基準の高度化と教育的視点の両立困難
・核となる教育素材の喪失：「企業会計原則」の放置（最終改正1982）
・簿記教育の意義について認識不足
3．対応策
・会計ソフトの進化及び会計 AI 化予測への適切な対応
・日本公認会計士協会の「会計基礎教育の推進」計画（2016～）
・「企業会計原則」改正の急務
・会計教育の核として「企業会計原則」の復活が急務である。
・簿記教育の意義の再認識（安藤）
・簿記は，その「不易性と普遍性」に加えて，教育の基本である「読み，書き，そろば
ん」を包含することから，抜群の商業教育科目である。
・計算機時代の今日でも初等教育で算数（加減乗除）教育は必須とされているが，これ
は算数（日常生活及び社会生活に必要な計算）をブラックボックス化しないためであ
る。これと同じで，会計機械化の時代にあっても簿記教育は必要である。
・経済に会計は不可欠であり，会計に簿記は不可欠である。簿記教育の放棄は，会計さ
らには経済のブラックボックス化につながる。
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